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大阪消団連は、
国政選挙に際して
各党に政策アンケ
ートを実施し、消
費者が一票を投じ
る選択材料として、
機関紙紙面に掲載
してきた。だが、
解散から投票日ま
で戦後最短の16日
間で実施された今
回の衆議院選挙で
は、印刷スケジュ
ールが取れないた
めに紙面掲載を断
念し、web上のみ
で公開した。このように、有権者が個々の政策を検
討する情報や時間を十分に確保することができない
日程で、首相個人への信任の是非を争点に掲げた解
散権行使には問題がある。

もとより、有権者・市民は、投票結果により生ま
れた議会・政府に白紙委任を与えるものではなく、
継続的に政策をチェックし、意見を伝え、時には抗
議する権利と責任を有している。首相が「国論を二
分する政策を推進」と言うのだから、その検討は特
別に重要となる。参考資料として、選挙後ではある
が、政策アンケートの選択肢回答を掲載する。

このうち、消費税については、物価対策であると
ともに、税・社会保険料負担構造を問う課題であ
る。首相が設置する「国民会議」も「給付付き税額
控除の制度設計を含めた税と社会保障の一体改革に
ついて議論」するとしている。その内容を注視し、

貧困・格差を改善する公平公正な応能負担の税・社
会保険料負担構造の実現を大阪消団連は求める。
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＊ アンケートは政党要件を有する１１党に
送付し、表の７党から回答が届いた。回
答全文は、https://www.osakacon.
org/election.html で公開。なお、政
権与党となった維新が「回答を見送る」
としたことは極めて残念である。

回答全文

自　民 中　道 国　民 共　産 れいわ ゆうこく 社　民

消費税 負担軽減
するべき

負担軽減
するべき

負担軽減
するべき

負担軽減
するべき

負担軽減
するべき

負担軽減
するべき

負担軽減
するべき

コメの小売価
格、生産・供
給政策

国が需要に
応じたコメ
の生産を促
進し、小売
価格は市場
に任せる 

その他

国が需要に
応じたコメ
の生産を促
進し、小売
価格は市場
に任せる 

コメの小売
価格に国が
責任を持つ
仕組みに改
める 

コメの小売
価格に国が
責任を持つ
仕組みに改
める 

その他

コメの小売
価格に国が
責任を持つ
仕組みに改
める 

消費者被害を
防ぐ法律強化 賛同 賛同 賛同 賛同 賛同 賛同 賛同

地方消費者行
政への国の財
政支援強化

賛同 賛同 賛同 賛同 賛同 賛同 賛同

第 7次エネル
ギー基本計画
電源構成の見
通し

妥当 その他 妥当 妥当でない 妥当でない その他 妥当でない

憲法 9条 改正
するべき

改正する
べきでない

改正する
べき

改正する
べきでない

改正する
べきでない その他 改正する

べきでない

非核三原則 見直すべき
でない

見直すべき
でない

見直すべき
でない

見直すべき
でない

見直すべき
でない

見直すべき
でない

見直すべき
でない


